
（３）　企画課
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 安全で快適な　住み良い　まちづくり


施策 交通網の整備

事業名

□ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

31,400 市債

その他

市債

その他 600 その他
380,069

一般財源 233,797 一般財源 304,819 一般財源

予算額 国庫支出金 28,650

16,000県支出金

382,334

県支出金 16,000

28,600

国庫支出金

600

308,484

2回

成果指標 97,000人 97,000人 97,000人

目
標
値

活動指標 2回 2回

29,300
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 7,050 予算額

59,163
346,410

県支出金 15,000

29,350

市債

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　公共交通啓発事業　3,131千円
・市地域公共交通会議の開催（3回）　1,324千円
・公共交通利用ガイド作成　1,287千円
・【新】コミュニティバスこどもパスポート事業　510千円

２　養老鉄道運行支援事業　160,701千円
・5駅の維持管理　865千円
・養老線管理機構等負担金　120,896千円
・養老鉄道施設維持修繕事業補助金（協調補助金）　16,570千円
・養老軌道安全設備事業補助金（協調補助金）　7,838千円
・【新】養老鉄道再構築事業補助金　14,100千円

３　名阪近鉄バス海津線運行支援事業　6,000千円

４　コミュニティバス運行事業　117,277千円
・コミュニティバス運行事業補助金　116,786千円

５　にしみのライナーリレーバス運行事業　12,000千円

６　にしみのライナー運行事業　1,000千円

７【拡】名古屋圏アクセスバス運行実証実験事業　39,023千円

８【新】デマンド交通土曜日運行実証実験事業　7,278千円

１　公共交通啓発事業　3,621千円
・市地域公共交通会議の開催（3回）　1,324千円
・公共交通利用ガイド作成　1,287千円
・【新】公共交通アンケート調査　1,000千円

２　養老鉄道運行支援事業　204,869千円
・5駅の維持管理　865千円
・養老線管理機構等負担金　120,896千円
・養老鉄道施設維持修繕事業補助金（協調補助金）　16,570千円
・養老軌道安全設備事業補助金（協調補助金）　7,838千円
・養老鉄道再構築事業補助金　58,700千円

３　名阪近鉄バス海津線運行支援事業　7,000千円

４　コミュニティバス運行事業　144,691千円
・コミュニティバス運行事業補助金　116,786千円
・海津津島線運行分　18,888千円
・デマンド交通土曜日運行分　7,278千円

５　にしみのライナー運行事業　1,000千円

６　名古屋圏アクセスバス運行実証実験事業　18,888千円

１　公共交通啓発事業　7,287千円
・市地域公共交通会議の開催（5回）　2,000千円
・公共交通利用ガイド作成　1,287千円
・【新】公共交通計画策定業務　4,000千円

２　養老鉄道運行支援事業　203,469千円
・5駅の維持管理　865千円
・養老線管理機構等負担金　120,896千円
・養老鉄道施設維持修繕事業補助金（協調補助金）　16,570千円
・養老軌道安全設備事業補助金（協調補助金）　7,838千円
・養老鉄道再構築事業補助金　57,300千円

３　名阪近鉄バス海津線運行支援事業　7,000千円

４　コミュニティバス運行事業　163,578千円
・コミュニティバス運行事業補助金　116,786千円
・海津津島線運行分　37,775千円
・デマンド交通土曜日運行分　7,278千円

５　にしみのライナー運行事業　1,000千円

担当課

公共交通に関する講座の実施回数

2-2 重点 成果指標 指標の
説明

定時定路線、デマンド交通の輸送人員
企画課

コミュニティバス運行　年間輸送人員

2 活動指標 指標の
説明

デマンド交通の予約方法など、公共交通に関す
る講座を実施

根拠法令

関連
計画

・海津市地域公共交通計画
・養老線交通圏地域公共交
通網形成計画

会計名

生活交通対策事業
一般会計

事務事業
概要

各計画に基づき、公共交通利用促進事業の実施、交通結節点の
整備、バス路線の再編、地域との協働による利用促進を図る。

款項目 020801

事業 1



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 安全で快適な　住み良い　まちづくり

施策 住環境の整備

事業名

□ 義務 □ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

担当課

移住定住に関する相談件数

2-4 重点 成果指標 指標の
説明

移住定住奨励事業を活用して移住した人の数
（R4：136人）

企画課

移住者数

2 活動指標 指標の
説明

移住定住に関する相談件数（R4：173件）

根拠法令

関連
計画

・海津市創生総合戦略

会計名

移住定住推進事業
一般会計

事務事業
概要

移住定住の促進を図るため、移住定住奨励金の交付事業を実施
する。

款項目 020108

事業 7

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　移住定住PR事業
　　【新】移住定住オリジナル情報誌作成　2,211千円
　　【新】移住定住ランディングページ作成　1,463千円
２　若年夫婦・子育て世帯住宅取得等奨励事業
　　　若年夫婦・子育て世帯住宅取得等奨励金　19,200千円
３　若年夫婦・子育て世帯家賃補助事業
　　　若年夫婦・子育て世帯家賃補助金　600千円
４　若年夫婦・子育て世帯U・Iﾀｰﾝ奨励事業
　　　若年夫婦・子育て世帯U・Iﾀｰﾝ奨励金　12,800千円
５　28歳定住奨励事業
　　　ポイント原資　4,800千円
６　奨学金返還支援事業
　　【拡】奨学金返還支援金　4,320千円
　　　市外事業所に勤務する場合も補助の対象とする
７　田舎暮らし体験準備事業　400千円
８　就活支援事業
　　　インターンシップや就職活動のため市内宿泊する大学生等
　　に宿泊費を補助
　　　【新】就活支援金　400千円
９　結婚新生活支援事業
　　　【拡】結婚新生活支援事業費補助金　1,200千円
　　　夫婦いずれも29歳以下の場合は補助金額を60万円に拡充

１　移住定住PR事業
　　　移住定住オリジナル情報誌作成　2,211千円
　　　移住定住ランディングページ更新　180千円
２　若年夫婦・子育て世帯住宅取得等奨励事業
　　　若年夫婦・子育て世帯住宅取得等奨励金　19,200千円
３　若年夫婦・子育て世帯家賃補助事業
　　　若年夫婦・子育て世帯家賃補助金　600千円
４　若年夫婦・子育て世帯U・Iﾀｰﾝ奨励事業
　　　若年夫婦・子育て世帯U・Iﾀｰﾝ奨励金　12,800千円
５　28歳定住奨励事業
　　　ポイント原資　4,800千円
６　奨学金返還支援事業
　　　奨学金返還支援金　4,320千円
７　【新】田舎暮らし体験事業　400千円
８　就活支援事業
　　　就活支援金　400千円
９　結婚新生活支援事業
　　　結婚新生活支援事業費補助金　1,200千円

１　移住定住PR事業
　　　移住定住オリジナル情報誌作成　2,211千円
　　　移住定住ランディングページ更新　180千円
２　若年夫婦・子育て世帯住宅取得等奨励事業
　　　若年夫婦・子育て世帯住宅取得等奨励金　19,200千円
３　若年夫婦・子育て世帯家賃補助事業
　　　若年夫婦・子育て世帯家賃補助金　600千円
４　若年夫婦・子育て世帯U・Iﾀｰﾝ奨励事業
　　　若年夫婦・子育て世帯U・Iﾀｰﾝ奨励金　12,800千円
５　28歳定住奨励事業
　　　ポイント原資　4,800千円
６　奨学金返還支援事業
　　　奨学金返還支援金　4,320千円
７　田舎暮らし体験事業　400千円
８　就活支援事業
　　　就活支援金　400千円
９　結婚新生活支援事業
　　　結婚新生活支援事業費補助金　1,200千円

目
標
値

活動指標 200件 220件 240件

成果指標 150人 160人 170人

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

39,000
49,935

県支出金 800

48,652

県支出金

その他

市債 0

その他

0

0 予算額 国庫支出金 0

800

国庫支出金

39,000 その他 39,000

一般財源 10,135 一般財源 8,852 一般財源 8,852

48,652

県支出金 800

市債 0 市債
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 個性と創造性を培う　こころ豊かな　まちづくり

施策 地域間交流・多文化共生の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 ■ なし

0 その他 0

一般財源 158 一般財源 158

228

県支出金 70

市債

その他

0

70県支出金

0 市債 0

国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
228

県支出金 70

228
その他

一般財源 158

市債 0

目
標
値

活動指標 4個 4個 4個

成果指標 100人 150人 200人

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　多文化共生推進事業　228千円
（１）外国籍の市民のための「くらしのガイド」の作成及び多言語翻
訳　143千円
（２）多文化共生に関する情報提供や啓発の実施
（３）市内の日本語教室との連携
（４）市職員向け多文化共生に関する研修等の実施

１　多文化共生推進事業　228千円
（１）外国籍の市民のための「くらしのガイド」の作成及び多言語翻
訳　143千円
（２）多文化共生に関する情報提供や啓発の実施
（３）市内の日本語教室との連携
（４）市職員向け多文化共生に関する研修の実施

１　多文化共生推進事業　228千円
（１）外国籍の市民のための「くらしのガイド」の作成及び多言語翻
訳　143千円
（２）多文化共生に関する情報提供や啓発の実施
（３）市内の日本語教室との連携
（４）市職員向け多文化共生に関する研修の実施

企画課

3 活動指標 指標の
説明

外国籍の市民の生活環境を整え、市民の多文
化共生の理解促進を図る取組数

担当課

外国籍住民と地域住民が相互に理解を深める取組数

3-6 成果指標 指標の
説明

市及び各種団体が主催するイベント等に関係し
た人の人数イベント等への参加者数

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

多文化共生推進事業
一般会計

事務事業
概要 事業

言葉の違いによるコミュニケーション不足や、文化・考え方の違い
による理解不足などにより、在住外国人と地域住民との間の壁が
生じており、互いの文化や考え方など相互理解を推進する。

款項目 020108

8



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 地域情報化・電子自治体の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 ■ なし

一般財源 8,722

市債

その他

0

一般財源 8,722

8,722

県支出金 0

国庫支出金

県支出金

その他

市債 00

0 その他 0

0 予算額 国庫支出金 0

0

市債
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 13,300 予算額

0
34,760

県支出金 0

8,722

一般財源 21,460

目
標
値

活動指標 37施設 37施設 37施設

成果指標 50% 55% 60%

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　AI・RPA推進事業
　・RPAシステムの活用推進
　・AI-OCRシステムの活用推進
　・デジタル通知の活用
　・生成AIの業務活用
　著作権料　3,520千円
　情報使用料　1,716千円

２　オンライン申請システム管理事業
　・オンライン申請システムの活用推進
　情報利用料　1,286千円

３　【新】施設予約システム管理事業　27,014千円
　・社会体育施設、学校施設、社会教育施設、および福祉施設に
　おけるオンラインでの予約システムの導入・運用管理

４　被災者支援システム管理事業　564千円
　・被災者支援システムの運用管理

１　AI・RPA推進事業
　・RPAシステムの活用推進
　・AI-OCRシステムの活用推進
　・デジタル通知の活用
　・生成AIの業務活用
　著作権料　3,520千円
　情報使用料　1,994千円

２　オンライン申請システム管理事業
　・オンライン申請システムの活用推進
　情報利用料　1,286千円

３　施設予約システム管理事業　698千円
　・社会体育施設、学校施設、社会教育施設、および福祉施設に
　おけるオンラインでの予約システムの運用管理

４　被災者支援システム管理事業　564千円
　・被災者支援システムの運用管理

１　AI・RPA推進事業
　・RPAシステムの活用推進
　・AI-OCRシステムの活用推進
　・デジタル通知の活用
　・生成AIの業務活用
　著作権料　3,520千円
　情報使用料　1,994千円

２　オンライン申請システム管理事業
　・オンライン申請システムの活用推進
　情報利用料　1,286千円

３　施設予約システム管理事業　698千円
　・社会体育施設、学校施設、社会教育施設、および福祉施設に
　おけるオンラインでの予約システムの運用管理

４　被災者支援システム管理事業　564千円
　・被災者支援システムの運用管理

DX推進事業
一般会計

事務事業
概要

海津市デジタル・ トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画に基づ
き、デジタルを活用して、市民サービスの向上を図るとともに、職
員の業務をより付加価値の高いものに変化させていく。

款項目 020109

事業 1

会計名

企画課

5 活動指標 指標の
説明

施設予約システムによるオンライン申請を可能と
した施設数

担当課

施設予約システム導入施設数

5-3 成果指標 指標の
説明

施設予約システムにおけるオンラインでの申請
率施設予約システムオンライン申請率

根拠法令

関連
計画

・海津市デジタル
・ トランスフォーメーション
ＤＸ ）推進計画
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 地域情報化・電子自治体の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

一般財源 20,745

市債

その他

0

一般財源 20,745

20,745

県支出金 0

国庫支出金

県支出金

その他

市債 00

0 その他 0

0 予算額 国庫支出金 0

0

市債
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
20,745

県支出金 0

20,745

一般財源 20,745

目
標
値

活動指標 - - -

成果指標 - - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　OA機器等管理事業
　・複合機の運用管理
　事務機器借上料　4,523千円

２　ネットワーク等管理事業
　・ネットワーク機器の運用管理
　・ネットワーク回線管理
　・県情報スーパーハイウェイ・セキュリティクラウドへの接続
　ネットワーク保守点検委託料　1,056千円
　情報機器借上料　3,488千円
　回線使用料　4,356千円
　岐阜県スーパーハイウェイ運営費負担金　3,625千円
　岐阜県情報セキュリティクラウド運用経費負担金　3,550千円

１　OA機器等管理事業
　・複合機の運用管理
　事務機器借上料　4,523千円

２　ネットワーク等管理事業
　・ネットワーク機器の運用管理
　・ネットワーク回線管理
　・県情報スーパーハイウェイ・セキュリティクラウドへの接続
　ネットワーク保守点検委託料　1,056千円
　情報機器借上料　3,488千円
　回線使用料　4,356千円
　岐阜県スーパーハイウェイ運営費負担金　3,625千円
　岐阜県情報セキュリティクラウド運用経費負担金　3,550千円

１　OA機器等管理事業
　・複合機の運用管理
　事務機器借上料　4,523千円

２　ネットワーク等管理事業
　・ネットワーク機器の運用管理
　・ネットワーク回線管理
　・県情報スーパーハイウェイ・セキュリティクラウドへの接続
　ネットワーク保守点検委託料　1,056千円
　情報機器借上料　3,488千円
　回線使用料　4,356千円
　岐阜県スーパーハイウェイ運営費負担金　3,625千円
　岐阜県情報セキュリティクラウド運用経費負担金　3,550千円

情報通信基盤管理事業
一般会計

事務事業
概要

情報通信基盤の安定稼働
款項目 020109

事業 2

会計名

企画課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-3 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

根拠法令

関連
計画

なし



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 地域情報化・電子自治体の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

その他 703

国庫支出金

県支出金

一般財源 62,444 一般財源 62,444

63,147

県支出金 0

市債 市債 00

0

事業の財源
（千円）

予算額

63,147

0 予算額

その他

国庫支出金

703

0

目
標
値

活動指標

成果指標 0件 0件

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　情報系システム等管理事業
　・情報系機器賃貸借
　・情報系システムの運用管理
　・情報セキュリティ研修の実施
　情報機器借上料　30,360千円
　情報利用料　13,776千円

２　人事給与・庶務事務システム管理事業
　・人事給与・庶務事務システムの運用管理
　人事給与・庶務事務システム保守点検委託料　2,574千円
　
３　財務会計・文書管理システム管理事業
　・文書管理システム機器等賃貸借
　・財務会計・文書管理システムの運用管理
　財務会計システム保守点検委託料　1,584千円
　情報機器借上料　4,818千円
　情報利用料　2,376千円

４　ホームページ管理事業
　・ホームページの運用管理
　・ホームページのウェブアクセシビリティ対応
　ウェブアクセシビリティ運用支援委託料　1,834千円
　情報利用料　3,927千円

１　情報系システム等管理事業
　・情報系機器賃貸借
　・情報系システムの運用管理
　・情報セキュリティ研修の実施
　情報機器借上料　30,360千円
　情報利用料　13,776千円

２　人事給与・庶務事務システム管理事業
　・人事給与・庶務事務システムの運用管理
　人事給与・庶務事務システム保守点検委託料　2,574千円
　
３　財務会計・文書管理システム管理事業
　・文書管理システム機器等賃貸借
　・財務会計・文書管理システムの運用管理
　財務会計システム保守点検委託料　1,584千円
　情報機器借上料　4,818千円
　情報利用料　2,376千円

４　ホームページ管理事業
　・ホームページの運用管理
　・ホームページのウェブアクセシビリティ対応
　ウェブアクセシビリティ運用支援委託料　1,834千円
　情報利用料　3,927千円

情報系管理事業
一般会計

事務事業
概要

内部情報系システムの安定稼働
款項目 020109

事業 3

根拠法令

関連
計画

予算額 国庫支出金 0

63,147

・ICT部門の業務継続計画

会計名

0件

県支出金 0

その他 703

一般財源 62,444

市債 0

令和８年度

１　情報系システム等管理事業
　・情報系機器賃貸借
　・情報系システムの運用管理
　・情報セキュリティ研修の実施
　情報機器借上料　30,360千円
　情報利用料　13,776千円

２　人事給与・庶務事務システム管理事業
　・人事給与・庶務事務システムの運用管理
　人事給与・庶務事務システム保守点検委託料　2,574千円
　
３　財務会計・文書管理システム管理事業
　・文書管理システム機器等賃貸借
　・財務会計・文書管理システムの運用管理
　財務会計システム保守点検委託料　1,584千円
　情報機器借上料　4,818千円
　情報利用料　2,376千円

４　ホームページ管理事業
　・ホームページの運用管理
　・ホームページのウェブアクセシビリティ対応
　ウェブアクセシビリティ運用支援委託料　1,834千円
　情報利用料　3,927千円

100%100% 100%

5 活動指標 指標の
説明

情報セキュリティ研修の実施人数÷情報セキュ
リティ研修対象職員数

担当課

情報セキュリティ研修実施率

企画課5-3 成果指標 指標の
説明

総務省へのインシデント報告件数を基に設定
インシデント件数
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 地域情報化・電子自治体の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

その他 116,663

国庫支出金

県支出金

一般財源 95,081 一般財源 95,081

215,620

県支出金 0

市債 市債 00

3,876

事業の財源
（千円）

予算額

122,738

3,876 予算額

その他

国庫支出金

23,781

0

目
標
値

活動指標

成果指標 0件 0件

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　基幹系（マイナンバー系）システム等管理事業
　・基幹系システム等用機器賃貸借
　・基幹系システムの運用管理
　・マイナンバー関連研修の実施
　・情報システムの標準化・共通化に向けた対応
　・情報連携用中間サーバープラットフォームの運用管理

　電算システム機器保守点検委託料　1,777千円
　情報システム標準化支援委託料　23,781千円
　情報機器借上料　37,916千円
　情報利用料　51,869千円
　番号制度中間サーバー・プラットフォーム交付金　6,977千円

１　基幹系（マイナンバー系）システム等管理事業
　・基幹系システム等用機器賃貸借
　・基幹系システムの運用管理
　・マイナンバー関連研修の実施
　・情報システムの標準化・共通化に向けた対応
　・情報連携用中間サーバープラットフォームの運用管理

　電算システム機器保守点検委託料　1,777千円
　情報システム標準化支援委託料　116,663千円
　情報機器借上料　37,916千円
　情報利用料　51,869千円
　番号制度中間サーバー・プラットフォーム交付金　6,977千円

基幹系管理事業
一般会計

事務事業
概要

マイナンバー利用事務など、市民の情報を扱う基幹系システムの
安定稼働

款項目 020109

事業 4

根拠法令

関連
計画

予算額 国庫支出金 0

95,081

・ICT部門の業務継続計画

会計名

0件

県支出金 0

その他 0

一般財源 95,081

市債 0

令和８年度

１　基幹系（マイナンバー系）システム等管理事業
　・基幹系システム等用機器賃貸借
　・基幹系システムの運用管理
　・マイナンバー関連研修の実施
　・情報システムの標準化・共通化に向けた対応
　・情報連携用中間サーバープラットフォームの運用管理

　電算システム機器保守点検委託料　1,777千円
　情報システム標準化支援委託料
　情報機器借上料　37,916千円
　情報利用料　51,869千円
　番号制度中間サーバー・プラットフォーム交付金　3,101千円

100%100% 100%

5 活動指標 指標の
説明

マイナンバー関連研修の実施人数÷マイナン
バー関連研修対象職員数

担当課

マイナンバー関連研修実施率

企画課5-3 成果指標 指標の
説明

総務省へのインシデント報告件数を基に設定
インシデント件数



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 広域的な連携体制の確保

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

0

108

その他 0

市債 0
108

県支出金

一般財源 108

108

県支出金 0

市債 0

その他 0

一般財源

令和８年度

１　西美濃創生広域連携推進事業　108千円
　地域間交流の推進及び広域行政関連会議への参加
　①木曽三川流域連携シンポジウム
　②木曽三川マルシェ
　③木曽三川流域フォトコンテスト
　④木曽三川流域連携自治体サミット
　⑤商談会
　⑥西美濃地域定住促進PR事業
　⑦ビジネスマッチング支援事業
　⑧ホームページ制作・リニューアル支援事業
　⑨ソフトピアジャパンエリア小規模事業所入居支援事業
　⑩金型人材育成講座開催支援事業
　⑪メッセナゴヤ共同出展支援事業

12事業

予算額 国庫支出金 0

1,480万人

予算額 国庫支出金 0

事業の財源
（千円）

予算額

108

一般財源 108

市債

0県支出金

その他

0

国庫支出金

0

0

11事業 12事業

1,220万人 1,350万人

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　西美濃創生広域連携推進事業　108千円
　地域間交流の推進及び広域行政関連会議への参加
　①木曽三川流域連携シンポジウム
　②木曽三川マルシェ
　③木曽三川流域フォトコンテスト
　④木曽三川流域連携自治体サミット
　⑤商談会
　⑥西美濃地域定住促進PR事業
　⑦ビジネスマッチング支援事業
　⑧ホームページ制作・リニューアル支援事業
　⑨ソフトピアジャパンエリア小規模事業所入居支援事業
　⑩金型人材育成講座開催支援事業
　⑪メッセナゴヤ共同出展支援事業

１　西美濃創生広域連携推進事業　108千円
　地域間交流の推進及び広域行政関連会議への参加
　①木曽三川流域連携シンポジウム
　②木曽三川マルシェ
　③木曽三川流域フォトコンテスト
　④木曽三川流域連携自治体サミット
　⑤商談会
　⑥西美濃地域定住促進PR事業
　⑦ビジネスマッチング支援事業
　⑧ホームページ制作・リニューアル支援事業
　⑨ソフトピアジャパンエリア小規模事業所入居支援事業
　⑩金型人材育成講座開催支援事業
　⑪メッセナゴヤ共同出展支援事業

目
標
値

活動指標

成果指標

広域行政推進事業

根拠法令
一般会計関連

計画
・海津市創生総合戦略

会計名

事務事業
概要

市民の生活圏の広域化、政策課題の広域化に対応するため、西
濃圏域をはじめとする周辺市町や姉妹都市との交流など様々な
地域間交流を推進する。

款項目 020108

事業 5

5 活動指標 指標の
説明

広域行政における参画事業数
担当課

広域行政参画事業数

企画課5-4 成果指標 指標の
説明

西濃圏域における観光客数
（R4：964万人）西濃圏域における観光客数
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

担当課

創生総合戦略推進関連会議の開催回数

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

ＫＰＩの達成、未達成の割合
企画課

海津市創生総合戦略施策評価の達成率

5 活動指標 指標の
説明

創生総合戦略推進プロジェクト委員会、創生総
合戦略推進本部会議、創生総合戦略推進懇談
会の開催回数

根拠法令

関連
計画

・海津市人口ビジョン
・海津市創生総合戦略

会計名

地域活性化推進事業
一般会計

事務事業
概要

地域活性化を図るため、地域課題の解決や活力と賑わいを創出
する事業を推進する。

款項目 020108

事業 1

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　創生総合戦略推進懇談会運営事業　38千円
　・創生総合戦略推進プロジェクト委員会（1回）
　・創生総合戦略推進本部会議（1回）
　・創生総合戦略推進懇談会（1回）
２　地域活性化総務事業　193千円
　地域活性化に関する調査研究、研修の参加
３　ドローン活用事業　689千円
　ドローン体験イベントの開催、ドローンレースの開催
４　キャンプ場活用事業　810千円
　キャンプ場でのイベントを開催
５　地域活性化イベント出展事業　1,098千円
　移住定住のPRブース出展による周知を実施
６　バス釣り関連事業　101千円
　釣り大会や河川清掃等の実施
７　クラウドファンディング活用補助事業
　　　クラウドファンディング活用補助金　1,000千円
　地方創生に繋がるクラウドファンディングに対して経費を補助
８　【新】自転車活用推進協議会運営事業　311千円
　・自転車活用推進協議会（3回）
９　【新】自転車活用推進計画策定事業　3,000千円
　自転車活用推進計画を策定し、自転車活用事業を推進する
１０　【新】自動運転走行テスト事業　3,900千円
　観光地において自動運転技術を用いた自動車運行の実証実験
の実現に向けて走行テストや計画策定を行う

１　創生総合戦略推進懇談会運営事業　38千円
　・創生総合戦略推進プロジェクト委員会（1回）
　・創生総合戦略推進本部会議（1回）
　・創生総合戦略推進懇談会（1回）
２　地域活性化総務事業　200千円
　地域活性化に関する調査研究、研修の参加
３　ドローン活用事業　600千円
　ドローン体験イベントの開催、ドローンレースの開催
４　キャンプ場活用事業　1,000千円
　キャンプ場でのイベントを開催
５　地域活性化イベント出展事業　300千円
　移住定住のPRブース出展による周知を実施
６　バス釣り関連事業　100千円
　釣り大会や河川清掃等の実施
７　クラウドファンディング活用補助事業　1,000千円
　地方創生に繋がるクラウドファンディングに対して経費を補助
８　自転車活用推進事業　100千円
９　自動運転走行テスト事業　3,000千円
　観光地において自動運転技術を用いた自動車運行の実証実験
の実現に向けて走行テストや計画策定を行う

１　創生総合戦略推進懇談会運営事業　38千円
　・創生総合戦略推進プロジェクト委員会（1回）
　・創生総合戦略推進本部会議（1回）
　・創生総合戦略推進懇談会（1回）
２　地域活性化総務事業　193千円
　地域活性化に関する調査研究、研修の参加
３　ドローン活用事業　689千円
　ドローン体験イベントの開催、ドローンレースの開催
４　キャンプ場活用事業　1,210千円
　キャンプ場でのイベントを開催
５　地域活性化イベント出展事業　1,098千円
　移住定住のPRブース出展による周知を実施
６　バス釣り関連事業　101千円
　釣り大会や河川清掃等の実施
７　クラウドファンディング活用補助事業　1,001千円
　地方創生に繋がるクラウドファンディングに対して経費を補助
８　自転車活用推進事業　6,159千円
９　自動運転走行テスト事業　4,402千円
　観光地において自動運転技術を用いた自動車運行の実証実験
の実現に向けて走行テストや計画策定を行う

目
標
値

活動指標 3回 3回 3回

成果指標 80% 80% 80%

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

3,266
11,141

県支出金 1,950

6,338
その他

一般財源 5,925

市債 0

1,500

0県支出金

その他

0 市債 0

国庫支出金 1,500 予算額 国庫支出金

0 その他 0

一般財源 4,838 一般財源 4,838

6,338

県支出金 0

市債



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

担当課

過疎計画事業の進捗状況の把握数

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

海津市人口ビジョンにおける目標人口（2025年
（令和7年）国勢調査）：31,000人

企画課

海津市人口ビジョンにおける目標人口

5 活動指標 指標の
説明

過疎計画に定められた事業の実施状況、過疎債
の発行状況を各課に照会し、把握する。

根拠法令

関連
計画

・海津市過疎地域持続的発
展計画

会計名

過疎対策事業
一般会計

事務事業
概要

海津市過疎地域持続的発展計画の推進
款項目 020108

事業 2

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　過疎対策事業　119千円
　・過疎地域持続的発展計画の進捗管理、変更
　・全国過疎協議会研修の参加

１　過疎対策事業　120千円
　・過疎地域持続的発展計画の進捗管理、変更
　・全国過疎協議会研修の参加

１　過疎対策事業　120千円
　・過疎地域持続的発展計画の進捗管理、変更
　・全国過疎協議会研修の参加

目
標
値

活動指標 1回 1回 1回

成果指標 31,000人 31,000人 31,000人

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
119

県支出金 0

120
その他

一般財源 119

市債 0

0

0県支出金

その他

0 市債 0

国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

0 その他 0

一般財源 120 一般財源 120

120

県支出金 0

市債
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

行政改革推進事業

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　行政改革推進審議会運営事業　150千円
　・行政改革推進審議会の開催（2回）

２　行政改革推進事業
（１）行政改革取組事項の進捗管理
　・行政評価の実施
　・行財政改革プランの進捗管理

（２）公共施設使用料の見直し

（３）行政改革推進事業推進業務委託　2,852千円
　・学識経験者によるヒアリングの実施
　・事務事業の見直し

１　行政改革推進審議会運営事業　80千円
　・行政改革推進審議会委員の改選
　・行政改革推進審議会の開催（1回）
　
２　行政改革推進事業
（１）行政改革取組事項の進捗管理
　・行政評価の実施
　・行財政改革プランの進捗管理

根拠法令

令和８年度

１　行政改革推進審議会運営事業　224千円
　・行政改革推進審議会の開催（3回）

２　行政改革推進事業
（１）行政改革取組事項の進捗管理
　・行政評価の実施
　・行財政改革プランの進捗管理

３　【新】公共施設等総合管理計画及び個別施設計画改定事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,600千円

95事業 96事業

事業の財源
（千円）

予算額

96事業

3,002 一般財源 80

0

一般財源

80

80.0% 80.0%

県支出金

関連
計画

・海津市行財政改革大綱
・海津市行財政改革プラン
・海津市公共施設等総合管
理計画事務事業

概要

行財政改革大綱に基づき、将来に渡り持続可能な自立したまち
づくりを進めるために、限られた財源の中で効果的・効率的な行
財政運営を推進する。

担当課

行財政改革取組数
行財政改革プランに掲げている取組数

行財政改革プラン取組事項の進捗状況（計画ど
おり進んでいる取組数の割合）

企画課

一般会計

会計名

款項目 020108

事業 3

5-5 成果指標 指標の
説明

5 活動指標 指標の
説明

行財政改革の取組事項の進捗率

重点

3,002

目
標
値

活動指標

成果指標

県支出金

0 予算額 国庫支出金国庫支出金

その他

80.0%

予算額 国庫支出金 0

6,824

県支出金 0

市債 0

その他 0

一般財源 6,824

0

0

市債

0

0 その他

市債 00



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

国庫支出金

0 その他 0

一般財源 626 一般財源 3,408 一般財源 5,284

5,284

県支出金 0

市債 0 市債

0 予算額 国庫支出金 0

0県支出金

その他

市債 0

その他

0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
626

県支出金 0

3,408

目
標
値

活動指標 - - -

成果指標 - - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　【新】市民アンケート調査事業　580千円
　　重点施策に対する市民アンケートの実施

１　【新】総合計画策定事業（R7～R8）　3,000千円
　・市民意識調査の実施
　・子育て世代、高校生アンケートの実施
　・市民ワークショップの実施（3回）

２　【新】総合計画審議会運営事業
　・総合計画審議会委員の改選
　・総合計画審議会の開催（4回）

１　総合計画策定事業（R7～R8）　5,000千円

２　総合計画審議会運営事業
　・総合計画審議会の開催（4回）

根拠法令

関連
計画

・海津市第2次総合計画後
期基本計画

会計名

総合計画推進事業
一般会計

事務事業
概要

総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、総合計画を策定す
る。

款項目 020108

事業 4

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

企画課5-5 重点 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 □ 市規定 □ なし

会計名

事務事業
概要

統計調査業務に関する表彰、調査員管理、当該年度に実施する
基幹統計調査以外の統計調査事務

款項目 020501

事業 1

一般会計
根拠法令

関連
計画

担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点 企画課

7

5 活動指標 指標の
説明

-

統計調査事務事業 なし

令和８年度

１　統計調査事務事業
（１）　調査員管理
　・調査員募集
　・調査員管理システムの管理

（２）　表彰候補者の推薦
　・岐阜県統計功労者表彰
　・経済産業省所管統計調査功績者表彰
　・総務省所管統計調査功績者表彰

（３）　県直轄統計調査の調査員候補者の推薦
　・家計調査
　・労働力調査
　・毎月勤労統計調査

（４）　県統計調査委託費の精算

（５）　経済センサス調査区管理　7千円

-

-

予算額 国庫支出金 0

県支出金 7

その他 0

一般財源 0

市債 0

- -目
標
値

活動指標

成果指標 - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　統計調査事務事業
（１）　調査員管理
　・調査員募集
　・調査員管理システムの管理

（２）　表彰候補者の推薦
　・岐阜県統計功労者表彰
　・経済産業省所管統計調査功績者表彰
　・総務省所管統計調査功績者表彰

（３）　県直轄統計調査の調査員候補者の推薦
　・家計調査
　・労働力調査
　・毎月勤労統計調査

（４）　県統計調査委託費の精算

（５）　経済センサス調査区管理　7千円

１　統計調査事務事業
（１）　調査員管理
　・調査員募集
　・調査員管理システムの管理

（２）　表彰候補者の推薦
　・岐阜県統計功労者表彰
　・経済産業省所管統計調査功績者表彰
　・総務省所管統計調査功績者表彰

（３）　県直轄統計調査の調査員候補者の推薦
　・家計調査
　・労働力調査
　・毎月勤労統計調査

（４）　県統計調査委託費の精算

（５）　経済センサス調査区管理　7千円

国庫支出金

0 その他 0

事業の財源
（千円）

予算額

7

0 予算額 国庫支出金 0

7

一般財源 0 一般財源 0

7

県支出金 7

市債

県支出金

その他

市債 00



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 □ 市規定 □ なし

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

企画課

一般会計
根拠法令

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

関連
計画

なし経済センサス事業

令和８年度

１　経済センサス事業
経済センサス-活動調査（5年に1回）

（１）　統計調査の実施
　・県の事務打合せ会への出席
　・調査員説明会の開催
　・調査員による調査票配布・回収
　　　調査員報酬　847千円
　・調査書類の点検・審査
　　　会計年度任用職員報酬等1名　66千円
　　　指導員報酬　119千円

事業 3

会計名

事務事業
概要

基幹統計調査の実施
款項目 020502

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

-

0

0

一般財源 0

市債 0

0

一般財源 0

その他

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

2,131

0
0

県支出金 0

国庫支出金予算額

１　経済センサス事業
経済センサス-活動調査準備　124千円

（１）統計調査の実施準備
　　・県の事務打合せ会への出席
　　・調査員の推薦

0

市債 0 市債
124

県支出金 124

2,131

一般財源 0

その他 0

県支出金
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 □ 市規定 □ なし

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

企画課

020502

一般会計
根拠法令

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

関連
計画

なし全国家計構造調査事業

令和８年度

１　全国家計構造調査事業
（１）　統計調査の実施
　・調査員の推薦
　・県の事務打合せ会への出席
　・調査員説明会の開催
　・調査員による調査票配布・回収
　　　調査員報酬　653千円
　・調査書類の点検・審査
　　　指導員報酬　209千円

事業 6

会計名

事務事業
概要

基幹統計調査の実施（5年に1回）
款項目

- -

- - -

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 0

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標

0

1,101

県支出金 1,101

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

0

0

一般財源 0

その他 0

市債 0 市債
0

県支出金 0

0

一般財源 0

その他 0

県支出金



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 □ 市規定 □ なし

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

企画課

020502

一般会計
根拠法令

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

関連
計画

なし農林業センサス事業

令和８年度

１　農林業センサス事業
（１）　統計調査の実施
　・調査員の推薦
　・県の事務打合せ会への出席
　・調査員説明会の開催
　・調査員による調査票配布・回収
　　　調査員報酬　3,411千円
　・調査書類の点検・審査
　　　指導員報酬　223千円

１　農林業センサス事業
（１）　調査資材の送付　21千円

事業 8

会計名

事務事業
概要

基幹統計調査の実施（5年に1回）
款項目

- -

- - -

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 0

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標

0

3,834

県支出金 3,834

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

0

0

一般財源 0

その他 0

市債 0 市債
21

県支出金 21

0

一般財源 0

その他 0

県支出金
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 □ 市規定 □ なし
関連
計画

-

重点

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

事務事業
概要

基幹統計調査の実施（5年に1回）

国勢調査事業

指標の
説明

-

１　国勢調査事業　100千円
国勢調査準備

（１）　国勢調査の調査区設定

（２）　調査区地図の検査

１　国勢調査事業
本調査

（１）　統計調査の実施
　・調査準備
　　　調査員用地図作成業務委託　605千円
　・調査員の推薦
　・県の事務打合せ会への出席
　・調査員説明会の開催
　・調査員による調査票配布・回収
　　　調査員報酬　8,670千円
　・調査書類の点検・審査
　　　指導員報酬　1,183千円

-

根拠法令

担当課

（指標設定しない）

企画課5-5 成果指標

（指標設定しない）

5 活動指標 指標の
説明

-

一般会計
なし

事業 10

会計名

款項目 020502

0

令和８年度

-

-

予算額 国庫支出金

100

0

その他

目
標
値

活動指標

予算額 国庫支出金 0

成果指標 -

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 0

市債 0
100

県支出金 0

0

一般財源 0

その他 0

0 市債
11,691

県支出金 11,691

0

一般財源 0

その他 0

市債

県支出金


